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平成 20 年 7 月 11 日 

各    位   

上場会社名 グ ロ ー リ ー 株 式 会 社
代 表 者 代表取締役社長  西 野 秀 人 

本社所在地 兵庫県姫路市下手野一丁目３番１号

コード番号 ６４５７              

上場取引所 東証第一部、大証第一部       

決 算 期 ３月 

問 合 せ 先 広報･ＩＲ室長   小西 隆之 

Ｔ Ｅ Ｌ （０７９）２９７－３１３１ 

 

 

連結子会社の合併に関するお知らせ 

 
  当社は、平成２０年７月１１日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるグローリー

リンクス株式会社とナスカ株式会社を合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知

らせいたします。 

   

記 

 

１．合併の目的 

当社は、遊技市場（パチンコ市場）において、ホールの効率化と遊技客の利便性を向上させ 

  る様々な製品をラインアップし、現金処理機等を中心とした周辺機器はグローリーリンクス株 

  式会社が、プリペイドカードシステム関連事業はナスカ株式会社がそれぞれ担当し、両社が製 

品を補完し、事業拡大を図ってまいりました。 

この度、両社が合併することで、今後経営資源の効率化を進めるとともに、事業拠点の一体

化による顧客対応力の強化を図り、安定した事業体制を構築し、企業価値を高めることを目指

しております。 

   

 

２．合併の要旨 

  （１）合併の日程（予定） 

 合併基本契約承認取締役会  

並びに合併契約の締結 平成２０年  ７月  １８日 

 合併期日（効力発生日）  平成２０年１０月    １日 

  

  （２）合併の方法 

   ナスカ株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、グローリーリンクス株式会社は 

解散いたします。 

 

（３）合併比率 

   合併する二社は、いずれも当社の１００％子会社であるため、合併比率の取り決めは 

ありません。 
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３．合併当事会社の概要（平成２０年７月１日現在） 

商 号 グローリーリンクス株式会社 ナスカ株式会社 

主 な 事 業 内 容 遊技関連機器の販売・保守 遊技カード及び関連機器の販売  

設 立 年 月 日 昭和５３年１月１０日 平成７年１２月２０日 

本 店 所 在 地 東京都台東区上野七丁目 12 番 14 号 東京都台東区元浅草二丁目 6番 6号

代 表 者 代表取締役社長 小形  嵐 代表取締役社長 北條 猛 

資 本 金 ５０百万円 ４,０００百万円（注） 

発 行 済 株 式 数 １００,０００株 ８０,０００株 

純 資 産 
（平成２０年３月３１日現在） 

  １,８２０百万円 ２,０４９百万円 

総 資 産 
（平成２０年３月３１日現在） 

１０,２７２百万円 ６,９６５百万円 

事 業 年 度 の 末 日 ３月３１日 ３月３１日 

従 業 員 
（平成２０年３月３１日現在） 

２２８名 ６５名 

大株主及び持ち株比率 グローリー株式会社      １００％ グローリー株式会社      １００％

（注）ナスカ株式会社の資本金は、合併期日（効力発生日）までに減資を予定しております。 

 

 

４．合併当事会社の最近３年間の業績 

 グローリーリンクス株式会社 ナスカ株式会社 

決 算 期 
平成１８年 

３月期 

平成１９年

３月期 

平成２０年

３月期 

平成１８年

３月期 

平成１９年 

３月期 

平成２０年

３月期 

売 上 高 

（百万円） 
２６,４５０ ２３,４４０ １９,２７３ ９,６０１ ９,１４７ ８,８３２

営 業 利 益 

（百万円） 
１６９ △３４９ ４８２ ３２１ ３４５ ５２０

経 常 利 益 

（百万円） 
２２３ △４３７ ５０３ ２７６ ３３４ ５１７

当期純利益 

（百万円） 
△１１４ △１,６５７ △５２７ △１,４８５ ３２ １０５

 

 

５．合併後の状況（予定） 

  （１）商 号  グローリーナスカ株式会社 

  （２）主な事業内容  遊技カード及び関連機器の販売・保守 

  （３）本 店 所 在 地  東京都台東区上野七丁目１２番１４号 

                住友不動産上野ビル４号館 

  （４）代 表 者  代表取締役社長  小形 嵐 

  （５）資 本 金  ２,０００百万円 

  （６）事業年度の末日  ３月３１日 

 

 

６．業績に与える影響 

      本合併は連結子会社同士の合併であるため、連結業績に与える影響は軽微であります。 

 尚、今後の連結業績予想に影響があれば、別途速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 


